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経営形態、成立過程をめぐる一試論

-十勝農業をめぐってー

黒 河 功
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I 課題

北海道において，初期の開拓政策がその自然条件により北欧型農業を推し進

め，所調大型酪農を意図したにもかかわらず，欧米式の大経営はその大部分が

大正初期ころまでに瓦解し，或いは小作農場へと分解し，所謂府県型の零細経

営が北海道農業の主流となっていた。その中で府県型稲作農業が進展する一

方，零細ながらも経営面積の拡大，新らしい技術の採用を図りながら酪農，畑

作が進展してきたので、あるが，畑作においては特に有利な作物があればそれの

主作または単作という形の傾向があった。例えば，十勝の豆作，北見の薄荷作

と除虫菊作，羊蹄山麓の，馬鈴薯作などであるが，大正末期以後における日本農

業全体の停滞とも相侯って，無縛耕や無施肥の耕作方式が原因の地力減退傾

向，即ち反当収量の低下現象を契機に有畜化が提唱され，経営組織の高度化と

多角化のため特に乳牛の耕地内導入が図られたのであった。しかしながら，有

畜化といってもせいぜい 5'"'-'6頭の乳牛という零細的飼養であった。十勝地方

を例にとると，最近の昭和30年代後半より40年に入り乳牛頭数の増加現象は著

しいものがあり，絶対数では乳牛頭数，乳牛飼養農家戸数いずれも北海道全体

で占める割合が大きいにもかかわらず 1戸当飼養頭数は所謂草地型酪農の天

北・根釧地方でのそれに及ばないまた。経営形態を年次的にみると(第1表〉
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畑作経営，酪農経営に次いで I混同経営」がある一定の割合で存続している
注)

ことがわかる。

第1表経営形態の動向 〈百分比〕

|昭和4吋 46年 I44年 |併 I 42年¥ 41年

十
田作 4.1 3.3 2.7 2.4 2.2 

畑作 47.8 49.6 51.8 56.7 60.3 61.9 

回畑作 3.1 3.1 3.1 3.2I3.1 3.1 

酪農 28.8 25.7 24.4 15.7 

勝
混同 16.1 17.6 17.4 15.9 I 12.9 17.1 

総数 100.0 100.0 100.0 100.0 I 100.。100.0 
田作 41.1 40.5 42.2 40.3 38.3 

北
畑作 29.1 29.4 22.7 24.5 27.2 

回畑作 8.3 8.6 ! 10.3 10.9 12.0 
海
酪農 14.2 14.1 

混同 7.3 7.5 8.5 I 8.6 I 7.0 
道
総数 100.。100.0 100.0 I 100.0 I 100.0 
北海道農業基本調査より作成

このように十勝地方の例では酪農，畑作 I混同」の各経営形態が存在して

いるのであるが，十勝全体では乳牛頭数増大，飼養農家戸数増加傾向を呈しな

がらも，各々の経営形態、ごとの経営展開において，経営のかたちをどのように

すべきか即ち経営の方向性を設定しかねているのである。

この問題は，収益性の持続，物的組織，あるいは地力維持などの経営の再生

産にかんする経営内部のメカニズムが，最近の生産調整問題，酪農振興政策，

畑作物価格や流通の不安定性問題などの経営外的条件の大きな変動という状況

の下で対応しきれなくなったところの問題であり，経営の展開方向として如何

なる道をたどるべきかが具体的に明らかにされねばならなし、。

従来より現実の農業が示す多様性をいかに統一的に法則的に把握し，そこか

らまた多様な農業の個々の問題に対して改善・改革の糸口を与える，という実

注) r混同経営」とL、う用語は厳密ではなし、。現実にはあらゆる農業経営が混同
或いは複合経営と言うべきものであるからである。しかしながら本稿では，
零細なる家畜飼養部門と耕作部門を兼ねて持っところの所謂畑作酪農経営の
遠称である「混同経営」を使用している。
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際的な必要性から，農業経営の形態をいかに分類するかということが農業経営

学においては重要な課題であり，チューネン，エレボー，プリンクマンなどが

経営形態の検討づけをおこなっている。従って経営の展開方向を明らかにする

という問題も，経営形態成立の過程を吟味するところから始めなければならな

いと思われるが，本稿では，具体的に出されている十勝地方の「混同経営」を

めぐる論点， 1) I混同経営」は主畜化(単作化〉への単なる過程にすぎないの

か(或いはそれ自体として合理性をもち定着性をもつのか)， 2)また，これ

に関連して，機械化が進展するにつれて従来の「混同経営」は如何なる過程を

ふむのか，を検討することを目的とする。

この目的に対し，まず経営発展段階として最高段階とされる所謂「自由式農

業」論の中で「混同経営」の位置づけを試み，次に高度機械化段階における組

織変動という視角で「混同経営」を論ずる。更に「混同経営」の実態からその

展開の方向を究り，経営形態成立過程での条件を考察する。

E 十勝農業とくに「混同経営」の位置

1. 自由式農業論と十勝農業

いわゆる自由式農業論に関する解釈は，チューネンの自由式農業論に由来

し，その解釈と現代の農業発展段階規定問題，またそれに関連する今後の推進

方向をめぐる問題など様々な問題を含んでいる。

「自由式」の解釈は，広い意味の輪作であるとか単作(モノカルチャー)，ある

いは連作を自由式とするもの，更に都市近郊の読菜作りを自由式とするものや，

従来の稲作農業を随意式・任意式=自由式とするものなどがあるが，それらは桜

井氏により不規則交替論，輪作論，連作論などに整理されている。氏が結論とし

て提示する自由=輪作とする所以は「同じく輪作と言い，輪作の効果と言って

1) 桜井壁「自由式農業論寸」農業経済研究第'23巻4号
ここでは，エーレボーに代表される木規則交替論，桜井氏の提唱する輪作
論，渡辺侃及びリ~ピッヒ等の連作論が掲げられている。不規則交替説のエ
ーレポーについてはその説自身をエーレボー自身積極的に提唱せず，従って
チューネンの想定した自由式を具体的に説明し得なかったとしている。また
連作論については r施肥Jr鉱物質肥料の施肥」の所謂人造肥料が則作付
の自由という化学的作用のみを強調していることを指摘している。

← 9:; ~ 
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ら十八世紀当時のものと今日のそれとで、は相当のへだたりが感じられる。先づ

第一に技術的自由性が著しく拡張することになった。……「技術的条件を第一と

する単なる輪作』が止揚され，r立地に適当した中心作物』という考え方や「最
大収益或いは資本回転率の上昇Jが日程に上ってきたが，一面組織の意義は低

下するどころか，ますます上昇しているのであって，自由=輪作即ち生産費の低

下の面からも，収量の増大の点からも，労働の節約や配分の問題からも，適当

な作物の組合せということが問題になっている。現金作物，中心作物に対して

適当な条件を準備することは勿論のこと，農業経営のノミーマネンシィを高める

という意味からも輪作は捨てがたいものとされている。」と主張しておられる。

そこではチューネンの自由式農業が何を想定していたのかを問題とするので

はなく，r自由放任の時代がすぎ，計画生産が日程に上るにおよんで，……この
ような姿態の農業が真剣に取上げられることになった。 Jとする，むしろ現代

的な積極的意見と思われる。このことは集約耕作との関係で言えば，同一量の

資本の投下に際して労働の高い生産力を示す土地を優良地とすれば，それは一

面土地の自然的豊度に依存すると共に資本の一定の蓄積段階を前提にしなけれ

ばならなし、。そこで資本が蓄積されて劣等地を優良地に変ずるようになると，

土地の擾劣は資本に従属した経済的概念として理解される。即ち，資本の蓄積

が増すにつれて優良地を形成し，合理的にー集団地を形成し，資本の集中を高

めていって，その上で単に同一作物耕作の集約化に止まらず，むしろ集約作物

の導入や輪作方式ならびに経営組織の集約化が可能になるということである。

この意味で自由式農業を輪作農業の一範時或いは輪作農業の延長，発展とし

て理解することは妥当であると思われる(チューネンの自由式農業そのものを

問題としている沢田氏は「吾々は第一圏に立地すべき経営組織が u自由」と
規定せられるよりも寧ろ或る種の組織性を有することに思い致らざるを得な

2) 西村正一氏は「…今後の畑作地帯での輪作の意義というものは，単に地力維
持とか，労働配分の平準化とか，あるいは危険分散といったことではなく，
いわゆる農業のシステム化に伴う生産計画化，もっと端的に言えば大型装置
の経済附保持の前提となり得る性質のものである。…」と述べていて具体的
な示唆が与えられる。 r大規模高生産性畑作の展開」畑作技術現地検討会記
録，昭吋46年， P .147 

3) これらの議論は岩片磯雄「農業経営学に於ける集約度概念」農業経済研究第
21巻 l号に詳しいn
4) 沢回収二郎「チューネンの農業経営組織論」農業経済研究第19巻4長
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い。」として，その組織を「土地利用手段過用の非効果を小ならしむる」よう

な「地用節約的組織=土地面積の利用共同」の中にあると説明しているが，こ

れも自由=輪作を示唆するものと考えられる〉。

次に，日本農業の発展段階ならびに今後の推進方向をめぐる問題について

は，土地利用方式の最高段階を自由=輪作式とする立場から，従来より稲作農

業が支配的であり，肥料の使い方が多いことを指標として自由式と誤って把握

されてきたが，今日「輪作農業の提唱」が現実的な意義を持ち，一般にそれが

認められているのは，近代農業の前提条件を持ち合わせていなかったからであ

るとし，未だ自由式の段階に属さないとされる。従って「……これを救済して

行くためには，輪作農業の洗礼(少くともその前提条件の解決〉が必要」であ

るとその推進方向を打出しておられる。

以上のように，自由式農業をめぐる議論の焦点は要約され得ると思われる

が，それが最近の北海道畑作農業では，どのように現われてきているかが，次

の問題となるO

明治期の北海道農業は，在来稲作農業の延長上に欧米農業の畜耕畜刈農法を

導入して作りだされた両者の混同型=r畜耕手刈」段階であり，無畜穀寂農業
〈豆，麦，馬鈴薯)，および無肥料連作耕作であったことに特徴づけられる。

その後第1次世界大戦中，莱立，えんどう，馬鈴薯澱粉等の価格高騰を契機に耕

境が上川，網走，十勝へと進行したのであるが，大戦後の恐慌の状況下におい

て，従来の掠奪耕作からくる地力枯渇問題が表面化し，地力維持・再生の問題

が取り上げられ r牛馬百万頭計画〈昭和2年)Jに代表される，有畜化，甜
菜導入，輪作の推進がなされた。しかしながら有畜化も零細的飼養に止まり，

甜菜も有畜化の中に入り込めず，従来どうりの連作耕作が続き，地力減退はも

っぱら金肥によって補うとL、う方式であった。第2次大戦後は，農地改革，作

付統制撤廃，畑作畜産物市場の拡大などにより，商業的農業の色彩が強くなっ

てきたが，そこで改めて有畜化，甜菜の導入，輪作の推進が図られるようにな

り， 特に昭和30年以降からは， トラクター化が進行し， 更に心土耕，酸度矯

正，客土等の土地改良も進み，それが「富農層」によって担われてきたのであ

る。

十勝においては，豆を主作としその連作をもって特徴づけられるが，昭和30

5)， 6) 桜井豊「自由式農業論(同」農業経済研究第24巻3号
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年代より特に冷害を契機に有畜化が急速になされてきた。また甜菜の作付も拡

大した。そこでは所調輪栽式農業的な形態が摂られた如くにみられ，論者によ

っては自由式農業に属するとも言われている(この見解は単に従来の踏襲にす

ぎない連作式を，所謂自由式と誤解している)。

輪栽式を超え，今や自由式に属するということの証左として r混同経営」
型が主畜化と畑作専営に両極分解していることを重視し，更に輪作は必然的に

単作化するという議論もでている。しかしながら，今日においても依然とし

て，畑作専営においては r地力維持」のためから輪作の要求が出されている
のである(従来からも輪作らしきものは存在するが，地力維持のための単なる

輪作であり，価格関係上不利な作物も栽培しなければならないものであり，零

細な農家経済基盤では実現し得ないものであった。従って不完全な輪作であっ

た〉。また主畜経営においては，未だ耕地外牧草地が残っているとみられ(す

でに耕地内に草地を取り込んでいても，技術的に未成熟なため集約な牧草栽培

が確立されていない場合も多くみられる)，畑地を酪農的に利用するという利点

が生かされていないと考えられ，飼料不足の現象も多くみられるのである(ま

た根釧での「草地型」酪農技術と本質的な差異が現状では不明確である。例え

ば，同じ地域であっても特に土質の劣る地帯では酪農化し，相対的に良い地帯

では畑作専営を存続させている傾向が明らかである。これは畑作の中で集約化

=輪作することを放棄し，草地の外延的拡大の中で主畜化を図る粗放的酪農で

あることを示している)。

従って，特定作自の主作化(主畜化)の傾向があるといっても，本来的な「輪

作Jが確立した上での分解ではなく(集約化が伴なっていなし、)，今日におい

でさえ，絶えず、本来的な「輪作」の在り方への要求が出されているのである

(畑作専営からは「地カ維持」の要求，主畜経営からは耕地化=集約化の要求〉。つ

まり，十勝農業は未だ自由=輪作式には属していないと考えざるを得なし、。

十勝農業の段階を中世的な主穀式農法，しかも三圃式以前の一間式の範酵を

7) 吉田寛一「輪作の論理」農学研究所裳報第2巻第2号

8) i輪作と輪栽とはもともと語源乃至語意を同じくする」ことについては，

桜井豊「輪作」および同「輪作農業の検討J (農業と園芸第26巻第10号〉
を参照されたい。
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原型とするその一変種と規定する見解も，今日においては全面的には賛成しか

ねるが，府県との対比できわだった面積の広さが注目されるとはいえ，異る農

法を形成するほどの経営規模が確保されていたとは必ずしも言えないと考えら

れる。即ち「近代農業の前提条件」を持ち合わせなかったl'自由式または分

化集約農業の段階への社会条件」を持ち合わせなかったという指摘の具体的な

現われであると思われる。

この場合，経営規模を具体的に考えるならば，耕地面積と資本量である。当

初は自然的豊度に規制されていた土地の優劣も資本が蓄積されて劣等地を優良

地に変ずるようになると，ますます資本の規模によって左右される。従って，

上述のごとき畑作専営，主畜経営の要求も経営規模が零細なままの分化に起因

するものと考えられる。

「混同経営」においても有畜化が耕地部門と有機的に結合して輪栽式を完成

させているわけではない。耕地規模(従って資本量)が不足し，零細な飼養頭

数といくつかの商品作物の組合せは，再び不完全な輪作方式での小規模畑作専

営か特に労働力不足を誘因として粗放的酪農経営ないしは小規模酪農経営へと

向わぎるを得ないと考えられる。

即ち，零細なる「輪栽式くづれ」型であるが故に単作化(畑作専営，主畜経

営)へと向かうのであり，これを本来の輪栽式が自由=単作化へと向かってい

くように考えることは重大な問題をはらんでいる。

したがってl'混同経営」は主畜化(単作化〉への単なる過程にすぎないの

か(それともそれ自体として何らか合理性をもち定着性があるのか〉の問題に

ついて述べると，現状での「混同経営」は経営規模の不足故に本来的な輪栽式

を形成しないが「単作化」した形態から出される要求を満たし回帰させ得るの

は輪裁式(広い意味で輪作式に含まれる)でありl'混同経営」の中にその可

能性が存在すると考えられる。そのためには経営規模拡大の条件が必要とな

る。従って「混同経営」は単作化への過程ではなく，反対に回帰させ得るもの

であると考えなくてはならなし、。

9) 吉田六11慎「十勝農法の性格に関する一試論」北海道農業研究 14号1958年
この中では，特に低位な地力補給のメカニズム，畜耕手刈段階の低位な労
働手段水準が強調され，それ故に，ー圃二連作式・乱作式の粗放掠奪農耕
とL、う中世的農法の矛盾が現われたとしてし、る。
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2. r機械化」と+勝農業

機械化が，経営の組織の中で如何に作用しているか，またその関連の下で経

営方式が如何なる形で現われてくるのかの問題は，動力耕転機の導入に始まる

昭和30年頃から議論されてきたが，最近大型機械が導入・普及されるに及ん

で，経営組織の中ばかりでなく作物選択，経営形態そのものに直接的に働きか

けるものとして議論が広がってきている。日本あるいは北海道という全体的な

傾向として機械化の進展という事実はそれなりに問題を提起するのであるが，

大面積経営地帯と言われ，元々トラクター耕が最もすすんでいた十勝農業にお

いてその分化過程での機械化がどのように取り入れられていったかを知ること

は，十勝農業把握の上で一つの重要な側面であろう。

いま熊代民によってその内容が展開されている「超輪栽弐」をとりまとめて

みると，以下のごとくであろうと思われる。

即ち，主要農作業の時間的連鎖(農作業体系〉における動力機械化の占める

程度を基準として機械化諸段階の分類をすれば，部分動力化，完全動力化，高

度機械化段階と分けることができる。完全動力化段階と高度機械化段階とを区

別する点は，後者が汎用トラクターへの連結作業ではなく，特用機が作業連鎖

に挿入される大型機械化体系であり，この特用機は自走式の高馬力であり特に

収穫作業機に代表される。

完全動力化では単に労力の生産性が高まるだけで，主として経営の基本的組

織変更を必至とする段階ではないが，高度機械化では経営の基本組織転換を必

至とする段階であるはずである，以上の論旨から輪栽式をより高度な集約方式

の新農法として位置づけているのである。多くの示唆が与えられ興味深くはあ

るが，機械そのものの属性が強調される傾向がある(例えば r機収作物」が
選択されてゆくことの強調)0 確かに機械化の進展が一定程度「機収作物」を

選択させる側面はみのがせなし、。しかしながら，更に議論を，機械化の進展は

単作化を必然化させると一義的に論旨を進めるとすれば疑問が残る。

10)熊代幸雄「高度機械化段階の農法転換J(大谷省三編，現代農業経営論)を
始めとし，保志陶「近代農法論と北海道農法J (農業経済研究第35巻2号〉

においても，プリンクマゾ及び最近で、はアンドレーエが称えている「超輪栽

式」に依って展開されている。

11)熊代幸雄「比較農法論」及び，同氏前掲論文参照。
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即ち，機械化の進展と作物選択との関係の聞には経営規模条件が内在する。

経営規模が小さい経営の要求と大なるものの要求は異なる。即ち小規模な経営

では土地収益性の高い作目が要求されるし，大規模な経営においては労働収益

性の高い作目が要求される。また機械化には本来省力化の役割があり，それが機

械化の一つの誘因であったとも言えよう。従って，機械化は労働収益性を高め

る要求の強い作目からなされたのであり，またその効果を一段と高め得るので

あると考えられる。そこで大規模経営での機械化の進展というものは作物(作

目〉の選択範囲を広くする可能性をもたらせ，結果として小規模経営より合理

的な輪作方式を採用するのである。(機械化の進展が，根菜や麦類の省力化を

著しく進めた結果，豆類が多く取り入れられ，大規模畑作経営の作目選択範囲

を従来より広くしたとの報告がある〉。逆に小規模経営においては，大規模経

営にくらべ相対的に「機収作物」に規制されることになり，輪作も不成立の状

態で相対的には「単作化」傾向を示すものと考えられる。(このことは，大規

模経営が機械効率が大きく，即ち資本効率が高く，資本蓄積も成し易く経済基

盤も安定してゆくのに反し，小規模では反対の意味で経済基盤がますます不安

定となることの現れと言うことができる〉。

このように，一定の資本蓄積を満たす(即ち経営規模の大なることであり，そ

の上での本来的輪作の条件が満たされている〕条件下では，機械化の進展は必

ずしも「単作化」をもたらさなし、。むしろより集約な輪作へと進み得ると考え

られる。

十勝農業においては，確かに機械化は他地域にくらべて進展していると言え

ようが，同様に経営規模がそれに見合う程度に用意されていたかというと，再

び「近代農業の前提条件」即ち，経営規模の拡充条件の不充分さが指摘されね

ばならない。

また機械化そのものについても，農業機械を圃場作業機械に限定するとき，

「機械利用の非連続性(機械作業の前後に多量の人力労働を要する)Jが十

勝においてもみられるのであれそうであれば北海道畑作における機械化は，

元来「日本的特殊性(水田農法が人力作業として組織されていて機械利用に当

っても増収と結びつく形での能率化の方向で人力耕に代替するものとして導入

12)西村正一「大規模高生産性畑作の展開」畑作技術現地検討会記録 P.145-
151，昭和46年
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され各作業機械が独立性を保っている)Jをまぬがれていたとするのは早計で

ある。

Jn 混同経営jの展開方向と経営形態成立

過程の条件

北海道においても，府県型の稲作農業地帯にくらべて，特に畑作への，酪農

導入の歴史は浅く，その部門を取り入れている地帯の経営形態は未だ安定し

たものであると云えなL、。経営の展開過程をあとづけると，夫々の時期毎に個々

の経営の発展段階に応じた経営形態をもって，経営は安定してゆくとみられる

が，特に酪農部門を取り入れるところの経営においては，その部門をある時に

は拡大したり，ある時期には縮少したりで，安定していなし、。つまり酪農部門は

単に従来の経営形態につけ加えられたにすぎず，農業経営の他の諸部門とは経

営内的構造として合理的結合性をもつまでに到っていないといえる。その理由

としては，ある時には地力維持して増収を図り，ある時期には自家労力の消化

を意図し，さらに酪農部門の収入をはかる等の，零細的経営の短期的対応がみ

られることである。それは特に「不足払制度」下での乳牛頭数増加率大，飼養

戸数増加がみられる，いわゆる混同経営地域である十勝，網走地域の動向に代

表されるO 従ってまた，畑作物の価格の相対的低下，不安定性などの経営外的

条件の変化も当然経営形態の不安定性の理由となっていると考えられる。

十勝農業の動向をみると，地帯的に分化がみられる(第2表〉。昭和35年ま

での全体的な乳牛頭数の急増傾向が，それ以降，内陸地域(中核地域)では停

滞傾向を示し，沿岸地域及び山麓地域では引き続き増加傾向を示している。

「混同経営」は特に泊岸地域及び山麓地帯にみられ，階層的にはlO-15ha層に

あらわれている。それ以上でも，以下でも畑専あるいは主畜化の傾向がある。

「混同経営」のいわゆる分極化が，集約性を高めつつより高い資本効率を求め

13)武井昭「日本農業機械化の特質」氏は北海道畑作では府県稲作農業に属する
畑作と異り稲作における「日本的特殊性」を緩和させたものがあると言われ
る。
14)エーレポーは「自由式」を自由『不規則交替と想定しているが，零細経営の
短期的対応を自由=不規則交替とすることは二重の誤りである。
15)宇佐美繁「混同経営地域における自立経営への階梯J (北海遁における酪農
自立経営農家の成立条件に関する調査，農林漁業金融公庫〉昭和43年，参照。

-102-



経営形態成立過程をめぐる一試論

第2表十勝の乳牛飼養動向

一一回空竺竺斗?語鐙32ータ前年頭数増岬卜戸当頭数l昭和 昭和 43/ 44/ 45/ 46/ :昭和
35年4042 44 46 I 43 44 45 “42 43 44 45: 3540 46 

l帯広12433344142 1104 111 115 101: 7.1 14.1 21.628.314.2 5.9 11.0 
i芽室125 29 30 41 40 1 108 123 122 1111 16.7 28.2 17.8 4.8 1 3.0 4.9 9.4 
中置更12829304138 1 115 129 124 107116.7 20.6 11.3 2.7 12.8 4.2 10.7 

核片岡沼 2827 35 36 1104 166 122 1叫13.630.9 18.5 12.813.7 6.6 13.8 
l幕別:30 41 41 47 44 1 106 108 103 941 20.2 13.9 13.8 3.7 1 3.0 5.4 10.7 

判夏日1]¥39 34 40 57労¥129 141 126 115¥ 37.4一一一 ¥3.07.414.2
域|池田137484848471 94 93 92 851 8.1 13.4 7.1 4.812.8 5.6 10.5 

本別14354 536260 1 105 110 101 97125.7 22.4 6.2 10.4 12.7 5.4 12.7 

望劇男児 5561 60 1 100 104 97 901 17.321.2 4.4 9.1 12.8 6.7 14.7 

i浦岡 5762626664 1 97 98 96 85111.7 16.9 9.4 3.4 1 3.0 6.2 12.3 
制中札剛 3617 18 31 35 

出，忠飼 45445778801120 124 115 110137.526.7 15.7 13.213.2 7.0 17.8 
胡大町 4552 57 70 70 1103 106 103 99125.4 21.3 19.1 11.6 13.3 7.2 17.9 

広岡 4763 76 85 85 1 92 97 96 叫 12.323.0 12.5 8引 3.5 8.0 17.8 
済制 5365 69 77 77 1 102 101 101 941 16.3 15.7 16.5 8.9 3.4 6.1 13.5 

叫鹿追150646778761 99 105 100 89112.922.2 10.0 7.7 2.7 5.7 13.1 

劃新得13949 54 61 60 1100 104 99 91115.324.7 8.9 3.4 3.2 5.5 12.1 

出陸別 6464 76 76 79 1 96 100 101 901 15.0 26.9 15.3 4.5 i 3.0 6.0 14.7 

胡上土岡 4250 52 64 71 1 104 116 116 1011 19.522.620.2 10.9 13.1 7.4 19.0 

足司 3445 50 53 481 99 102 96 叫11.3乱 o89 3.9 [2.4 5.4 13.7 
十勝計 44.5 53.6! 103 109 106 96[ 16.920.9比 7 7.1 I 6.01 13.1 

センサス及び北海道基本調査(田畑保氏提供〕

るために酪農専営と無畜穀寂根菜作経営に分れることは，広い意味で輪作を放

棄したことにはならなし、。問題とするべきなのは，せいぜし、20ha層での分化基

第3表理想とする経営面積(戸)

|可 能|不可能;わからない| 計 | 不可能の原因
ト20h~ 6 I 2 I 9 ~売りものがない 4 

20~30 1 14 • 5 3 : 22 11売りものあるが高すぎる 1 

30~40 3 I 2 1 6 1I資金が足りない 3 

40~ 1 ! 1 I -! 2 11その他

昭和45年，場広市の 3部落の調査より
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軸での資本効率の劣悪性の理由で，或いは労働競合の困難性を理由として分化

している傾向が，集約性を伴なった真の意味での分解であるとは言えないこと

である。

第3表は昭和45年の帯広市の三部落を対象とした調査結果である。 I理想と

する経営面積」は20~30haで、最も多く現われている(現状は15ha前後に分布し

ている〉が，その実現を可能とする割合が大きし結局，実現性を考えたとこ

ろの「理想経営面積」と考えられる。また不可能の原因への解答で、は I労働力

の不足」に関するものは皆無であり，結局「資金不足」に関する解答が大部

分である。従って労働競合の理由で「混同経営」から主畜化へ分化するという

よりは，むしろ資本の過少からくる問題と云えよう。第4表「農業をやってゆ
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く上での不安，不満，困っていること」に関するアンケート調査結果では，①

~④の経営外的条件を除くと I経営規模が小さいJ， I資金が不足」の項目

への解答が多い。

第5表「今後の方向」をみると，市街地近郊の新生，中核地帯の北上清111，

山麓地帯の中戸蔦と各部落の地帯的特徴が現われている。現在畑作専営におい

第5表今後の方向 (出現率%)

今後の方向

個別|部分協業|完全協業|酪農|畑専!混同|拡大!縮少

7
t

円

υ

一q
J
q
J

一nu
内

3

ro

〆

口

〆

。

マ

f

一
。
。
必
せ

幻

お

一

勿

均

一

お

り

n
u
n
u
一

円

U

ハU
f

n

U

4
‘
ー

O 

80 10012:|::1: 

2;l6:l::!i;:l: 

12 34 O 

昭和45年帯広市3部落の調査より

ては，今後，新生では100%畑作専営を示すのであるが，山麓になるにしたが
い「混同経営」への志向割合が大きし、。また現在で、乳牛を飼養している経営に

ついてみると，今後「混同経営」とする割合が少なからず現われている。特に

山麓の中戸蔦における割合が大きいものとなっている。

第6表は昭和44年中札内村の調査結果である。これによると「経営の今後の

見通し」として「行づまるかもしれなし、」とし I経営改善の重点」を「経営

形態の転換」としてきた経営は18ha以下の各階層で、あり19ha以上ではその割合
は少なし、。しかし「行きづまるかもしれない」として「経営改善重点」を「規

模の拡大」としてきたのは， 17~18ha層以上で、その割合が大き L、。

以上のように，現状で、は15~20ha層を軸として，主畜化と畑専営へとの分化

の現象がみられる。またその方向は中核地帯と山麓・沿岸地帯とで，更に経営

面積の大小によって異なる。しかしながら現状での「軸」を境とした「上向転

換」現象が本来的な「輪作」が確立した，集約性の向上を契機とする分解とは

17)七戸長生「中札内の農業経営の現状と志向J1969年，からの引用である。
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言えないと考えられる。即ち，ここに「混同経営」が絶えず矛盾に当たり，そ.

第6表 「経営改善」の重点と「経営の見通し」の

組合わせ別・規模別 百分比

¥¥¥~  

耕 地 規 模 7]1] 

~自 111~小ι小川8119~ 計

反収増 り方でよい 7.2 5.6 2.7 5.6 6.0 

反収増 るかもしれない 7.2 23.6 30.1 22.2 19.5 21.5 

反収増 より仕方がない 26.2 7.9 13.7 7.1 10.1 

労働の節 り方でよい 2.3 0.8 

2.2 1.4 2.3 1.6 

労働の節 より仕方がない 2.4 0.8 0.5 

経費の節 り方でよい 1.4 2.8 2.3 1.4 

経費の節 るかもしれない 14.1 6.7 2.7 3.2 4.9 

経費の節 より仕方がない 7.2 10.1 2.7 2.8 3.9 5.4 

経営形態の転換今のやり方でよい 2.4 2.8 11. 7 : 6.8 

経営形態の転換行づまるかもしれない 11.8 14.6! 13.7 22.2 8.6 ! 12.8 

経営形態の転換続けるより仕方がない 6.7 5.5 8.3 3.2 4.6 

規模の拡大今のやり方でよい 2.4 2.2 5.5 2.8 4.7 3.8 

規模の拡大行づまるかもしれない 7.2 9.0 6.9 13.9 10.9 9.5 

規模の拡大続けるより仕方がない 9.2 4.5 2.7 11.1 9.4 7.1 

その他

計 山一
昭和45年，中札内村 368戸の調査結果(七戸長生「中札内の農業経営

の現状と志向」より〉

こからの「要求」が出される根拠があり P 現状では「以而非輪栽式」たる「混

同経営」への回帰という現象が I混同経営」を存続(第1表〉せしめている

ものと思われるのである。

以上を要約すると，経営形態成立における論理はなにかとし、う問題に対し，

本稿ではまず現実での農業の動向の分析からその成立にとって必要な条件を探

ろうと試みてきた。分析対象の「混同経営」は，現状では分化の基軸となって

いるとともに，また，回帰すべきものとしても把えられた。またその運動をな

18)単に「プール」とL、う場ではなく，自由民=輪作式を設定しうるものとして

把えた。
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さしめるのは，経営規模(内在的には資本量であり，陽表的には資本回転率を

より高く維持する耕地面積)であることが明らかになった。そしてそれが経営

の側面からみた必要な条件であろう。

農業経営形態の成立をめぐる論理は，従来より経営発展の流れのなかで把え

ようと試みられてきたにもかかわらず，ある段階から他の段階への変化の説明

は歴史的範噂の羅列的なものであり，変化を規制する諸条件の摘出とそのメカ

ニズムの説明が明確でないように思われるのである。

例えば，プリンクマンは，集約度概念から一義的に経営形態の検討づけをお

こなってい2。しかしながら彼の定義した集約度概念は「経営規模」の概念が
欠除していると批判されてい2。チューネンにおいては「市場との距離差」と
して展開しているが，その意図は元来経営的視点であると思われるが，元より

ブリンクマンよりもその論理の広がりにおいて(国民〉経済的なものが濃く，

抽象的である。(所調農業立地論として，チューネン或いはブリンクマンの抽

象概念が農業経営学よりも展開されていったので、あるが，工業立地論的な現在

の立地論は経営の内部の動きまでを把握されてはいなし、。ェーレボーは彼の研

究方法である「諸条件の同時きゅう明」的叔述でありメカニックな説明に欠け

るのではないかと思われる。

従って今後の課題としては，経営の発展のメカニズムの論理設定とそのため

の条件抽出がなされなければならなし、。本稿はそのための一試論にすぎない。

19)プリンクマン著大槻訳「農業経営経済学」

20)この批判は岩片磯雄氏によって，また三沢獄郎氏によって大略が示されて
いる。岩片「農業経営学に於ける集約度概念」農業経済研究，第'21巻1号，
同「農業経営学通論」等を参照。

21)プリンクマンは，チューネンの構想を引き継ぐものとして，集約度概念を

うち立てていると考えられる。
22)チューネン著近藤訳「弧立国J
23)河野敏明「農業立地論の方法論的考察」農技研報告， H第41号
24)エーレポ著工藤訳「農業経営学汎論」
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